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省
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告
示
第
一
号

 

　

国
土
交
通
省

　

特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
八
年
法
律
第
八
十
五
号

）
第
三
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
延
長
の
措
置
の
対
象
と
な
る
特
定
権
利
利
益
、
当
該
措
置

 

の
対
象
者
及
び
延
長
後
の
満
了
日
を
次
の
よ
う
に
指
定
す
る
。

 

　
　

令
和
六
年
一
月
十
一
日

 

法
務
大
臣　

小
泉　

龍
司　
　

 

国
土
交
通
大
臣　

斉
藤　

鉄
夫　
　

特
定
権
利
利
益

対　
　
　

象　
　
　

者

延
長
後
の
満
了
日 

建
設
機
械
抵
当
法
（
昭
和
二
十
九
年
法

当
該
建
設
機
械
に
係
る
所
有
権
の
登
記
の
登
記
名

令
和
六
年
六
月
三
十
日

律
第
九
十
七
号
）
第
八
条
の
規
定
に
基

義
人
で
あ
っ
て
、
令
和
六
年
能
登
半
島
地
震
に
際

づ
く
建
設
機
械
の
登
記
用
紙
の
閉
鎖
が

し
災
害
救
助
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
十
八

さ
れ
な
い
こ
と

号
）
が
適
用
さ
れ
た
同
法
第
二
条
に
規
定
す
る
災

害
発
生
市
町
村
の
区
域
に
住
所
を
有
す
る
も
の

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　
　
　
　
　
　
　
　


